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ロシアの税制改革と年金制度
—統一社会税の導入と年金改革ーー
水田明男
I はじめに
ロシアの年金制度は，ソ連邦の解体に伴って，大きく変化せざるをえな
い状況にある。ロシア経済は，市場経済化へむけて動き出し，市場経済下
での社会保障システムをどのように構築するかが，改革の大きな焦点と
なっている。
この問題に関して，筆者は以前整理したことがある。そこでは，ロシア
が参考とすべき年金制度のモデルとして，①イギリス，オーストラリア，
アイルランド，カナダ，北ヨーロッパなどの国家を中心とした社会保障制
度，②アメリカ合衆国，ラテンアメリカ，ポルトガルなどの私的年金の発
達したシステム，③ビスマルク・モデルと呼ばれるドイツ，オーストリ
ア，フランス，イタリア，ギリシャ，スイスなどの強制社会保険のシステ
ムがあげられるが，これらを参考にしながらロシアではどのような理念に
基づいて新しい制度を作っていくのかが問われていると指摘した％
ロシアの年金制度の歴史的状況からすれば，①ないし，③のモデルが考
えられるように見えるが，ロシアでは②のラテンアメリカのモデルを参考
1)拙稿，「ロシアの年金制度改革ー 市場経済移行とセー フティ・ネット」，『比較経
済体制学会会報J,第38巻， 2001年1月， 41ペー ジ。
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にすべきだという議論も強い2)0 
プーチンを中心とする政府の経済思想については，明確なものがなく，
「新自由主義」的思想と「社会主義」的思想が対立しながら，実際の意思
決定ではその折衷がはかられることが多い。独自の「社会民主主義」的思
想が弱いのが，中・東欧諸国と比べてロシアの特徴であるように見える。
実際，ロシアの年金改革は，議論としては活発化しつつあるとはいえ，
それほど進んでいるとは言えない。ただこの間の税制改革の流れのなか
で，統一社会税が導入され，年金の拠出方式が若干変化してきている。
本稿では，プーチン政権になって行われた財政改革と年金制度の改革の
現状の問題点を整理することを課題としている。
I 旧ソ連の遺産
ロシアにおける年金改革は，まったく新しいものを作り出すわけではな
く，旧ソ連時代の遺産として残っているものの中から，マイナス面を取り
除く作業でもある。
ソ連時代には，イデオロギー的，政治的および制度的理由から社会政策
は産業政策に統合された一部分でしかなかった凡ソ連崩壊以前は， 1956
年に作られた「国家年金法」に基づいて，年金システムが機能していた。
この制度は， 1964年には，コルホーズ員にも拡大された。このシステム
は，国家による完全屈用政策と結びついて機能していたといえる。男性は
2) Vladimir Mikhalev, Social Security in Russia under Economic Transformation, 
〈Europe-AsiaStudies〉,Vol. 48, No. 1, 1996, pp.5-25. 
3) Hean Cashu, The Politics and Policy Trade-offs of Reforming the Public Pension 
System in Post-communist Moldova, 《Europe-AsiaStudies〉,Vol. 52, No. 4, 2000, 
pp.741-757. 
この論文は，モルドヴァの年金改革について論じたものである。年金改革について
は，モルドヴァでもロシアと同じような状況が生まれている。旧ソ連の遺産につい
て，よくまとまっているので，参照した。
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勤続年数25年で60歳から，女性は勤続年数20年で55歳から，年金を受ける
資格が与えられる。
西欧諸国と比較して，定年退職の年齢が比較的早いが，その給付水準は
低かった。 1989年には平均年金は，平均賃金の36%であり，同じ時期には
ブルガリアで47%, ポーランドで45%であった。従って，経済的理由から
多くの定年退職者は，年金を受けながら働いていた。一般の定年退職の
ルールに加えて，早期退職の制度があり，軍人や炭鉱労働者，飛行機のパ
イロットその他で機能していた。これは，労働条件の厳しい職場での年金
として，正当化されていた。
第二の年金特権として，ノメンクラトゥーラの為の年金も存在してい
た。中には，平均的な年金の数倍もの年金を受け取るタイプも存在してい
た。
ソ連の年金制度は，純粋な社会保険ではなく，社会扶助と保険の混合物
であった。雇用主と従業員の労働貢献についての区別がなく，労働貢献と
受給額との直接的なリンクはなかった。これは，社会保護への国家のパ
ターナリズム的アプローチのもとで，重要視されなかった。
保険モデルというよりも，年金のファイナンスは，税ベースで，国家予
算から「残余原則」のもとで行われた。いわゆる，ソフトな予算制約が支
配していた。
また，インフレに対するインデクセーションのメカニズムもなかった。
ソ連経済のもとで，価格が固定されていたので，必要なかったわけであ
る。
年金は，指令経済に組み込まれ，国家予算によって運営されていたの
で，表面的には，問題がないかのように見えた。市場経済化によって，旧
制度のもつ問題点が一挙に浮上してくることとなる。
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rn 年金危機と政府の対応
92年の体制転換直後の過度なインフレに対して，政府は年金のインデク
ゼーションを導入したが，賃金と同様，価格の値上がりに対して十分なも
のとはならなかった。その後，インフレがやや低下した時期になって，本
格的な危機がやってきた。 1995年に年金の支給の遅滞が始まり，年金最低
額が最低生活費を下回ることとなった。
政府の対応としては， 1995年8月7日に、「ロシア連邦における年金保
障システム改革の基本理念」が承認され、改革の方向づけがなされた。さ
らに1997年3月15日「国家年金保険のための個人（人名）勘定の組織化に
関する措置」がなされ，それに基づいて，年金フォンドの個人（人名）勘
定のインフォメーション・センターが設立された。 1997年6月14日の大統
領令によって， 1998年1月1日から年金最低額が最低生活費の80%を下回
らないことが決定された。連邦法「国家年金の計算と増額手続きについて」
によって，各年金生活者の年金支給は個人係数に基づくものとされた。し
かし，この法の規定は，必要な財政資金の不足によって実行困難となった。
1998年5月20日に「ロシア連邦年金改革プログラム」が作られた4)。
ロシアの年金危機には以下のような要因がある凡
①経済において，雇用される者の数が次第に減少していること。従って，
年金の拠出金を支払う者が，減少していること。
②ヨーロッパに比べて，年金に入る年齢が，男性60オ，女性55オと低いこ
と。
③年金の拠出を必要としない社会的特典が存在していること。
④年金の拠出金を支払う法人の財政規律の低いこと。
4)上記，拙稿「ロシアの年金制度改革」，前掲論文。 38ペー ジ。
5) C.EpomeHEoB, IleHcHoHHaH pe中opMaB poccml:CE互Xye刀OB互HX,(06m;eCTBO互
碑 OHOMHEa〉.2001. No.IO. CTp.157. 
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などである。
これらの要因によって， 90年代は継続的に未払いの問題に直面すること
になった。年金や手当てのすべての項目の支払いに関する負債が， 90年代
の中ごろに蓄積していった。この負債の状況は， 1994年から1996年の時期
に急激に悪化した。 1994年末に負債が若干減少した後， 1994-95年には上
昇し始め，負債は，手当ての額の3-9%に増加した。 1995-96年に状況は
急速に悪い方へ変化し，負債は34%に達した。 1996-97年に負債は部分的
に60%に上昇し，年金生活者は手当ての 3分の 1しか受け取れなくなった。
その後，ロシアの年金保障の状況は変化した。 1998年には，年金支払い
の負債が事実上解消された。しかし，これは新しい財政源が生まれたこと
によるものではなかった。 1998年には，政府は短期国債 (rKO)の債務
支払いを拒否し，債務不履行（デフォルト）が生じたからであった6)。し
かもこれは，隠れたデフォルトが顕在化したにすぎなかった。
1998年までは，年金保障は， 1990年11月20日の連邦法によって調整され
ていた。年金は，賃金の55%に設定され，追加的部分として勤続年数ごと
に1%ずつ増加した。（最大75%まで）
1998年2月1日から， 1997年連邦法「国家年金の計算と増額手続きにつ
いて」が実行された。新しい法にそって年金は，年金生活者個人係数に
よって設定された。個人係数には二つの係数があり，勤続年数によるもの
と，月平均賃金額によるものであった。勤続年数によるものは，最大限
0.75, 月平均賃金によるものは， 1.2とされていた冗
このような年金危機に対して，政府のとりうる方策としては，次の 5つ
が考えられる凡
①社会保障に関する税の引き上げ
6) T皿寧e.,匹p.160.
7) TaM寧e.,CTp.160-161.
8) Ilean Cashu, The Politics…・・,op.cit, pp.745-746. 
ここでは，モルドヴァの場合として論じられているが，これは基本的にロシアにつ
いてもあてはまると思われる。
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②現行の給付水準のカット
③一般予算からの移転による年金補助
④国家債務の増大
⑤包括的な年金改革
以上であるc
言うまでもなく，①ー④までは，問題が多くあり，⑤の包括的な年金改
革なしには，年金危機を克服できないという認識が広がりつつある。①に
ついては，徴税機構の不備などにより，むしろ脱税を増やしてしまう可能
性がある。②については，政治的に困難であり，現行の給付水準もすでに
低い。③は，財政赤字を増大させ，インフレを導く。④は，年金未払いの
蓄積と，上述したようなデフォルト政策が容認されることになる。従っ
て，抜本的な改革が必要とされるわけであるが，これに対する対応とし
て， 1998年5月20日に「ロシア連邦年金改革プログラム」が作られたので
ある。
IV 積立方式一改革の方向性
年金の拠出方式には，周知のとおり，二つの方式がある。税として拠出
金を徴収し，年金生活者の給付にあてる賦課方式と，個々人が年金の積立
をおこない，定年退職後そこから給付を受ける積立方式である。過去のロ
シアにおける方式は，基本的に賦課方式であった。抜本的改革は，賦課シ
ステムをそのままに残したままで，改革を行うことではなく，積立方式の
導入に基づいて，新たに混合年金システムを作り出すことである凡
混合年金システムの 3つのレベルは以下のようになる10)。
9)拙稿「ロシアの年金制度改革」，前掲論文。 39ペー ジ。
10) K. Jia:ii:ICaM, Pe中OpMHpOBa皿 e3ICOHOMH"IeCICOro MexaH互aMapeaJI四 au;HH
rocy,n;apc1°BeHHO:ii: cou;HaJI1>Ho:ii: noJI互TH皿，〈06皿eCTBO互 3ICOHOMHKa).2001. 
No.11-12. cTp.153-154. 
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①勤労年金の基礎部分
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勤続年数の最小限をクリアした国家年金を受けるすべての者に固定した額
で，支給される。
この年金の基礎部分は，統一社会税から連邦予算に繰り入れられて支払わ
れる。
②勤労年金の保険部分
個人の労働の成果に基づいて，積立を基礎として，支払われる。これは，
個人（人名）勘定によって計算される。年金額は，拠出額と年金支払い期
間を考慮して，決定される。
③勤労年金の積立部分
投資に回る部分である。
つまり，国家予算による保障は，甚礎的な部分と，年金保険に加入でき
ない者（身体障害者等）や国家の保護を必要とする者に限定し，中心とな
る強制年金保険は，賦課制度に基づく拠出を漸次縮小し，積立制度によっ
て，年金拠出額と年金支給額の関係をはっきりとしたものにするのが，改
革の方向である。追加的非国家年金の拡大もあわせて追及されている。
拠出は企業負担が中心であり，個人の負担が少ない。この関係を変え，
個人負担，個人責任を強化しようというのが改革の焦点となる。現行の国
家負担8%を15-20%に引き上げ，企業負担を90%から70-80%に引き下
げ，勤労者の負担を 2%から10-15%に引き上げることが提案されている。
より長く働き，より多くの保険料を拠出すれば，それだけ多く年金を受
け取る仕組みを作ることが課題とされている。またこの制度の導入は，退
職年齢を遅くするような刺激を作り出す役割を果たす。そして積立制度の
導入によって，保険拠出に対する剌激が向上し，徴収率を高めることが意
図されている。また他の予算との境界を厳格にし，不足分を他の予算で埋
め合わせるメカニズムをなくすことも提案されている。
長期的には，賦課方式の部分と積立部分は同等の比率で行われることが
目標とされているが，積立部分は段階的にアップする。「改革プログラム」
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では， 2010年までに，賃金支払いの7-8%を積立部分とするとされている。
(2000年 1%, 2003年3%, 2006年5%, 2009年7%) 
このように「改革プログラム」では，将来的に賦課方式と積立方式の比
率は，フィフティ・フィフティとなるとしながらも，移行期間を20年と設
定し，移行のテンポは漸進的である。勤労年金は2005年から本格的にこの
制度に移行することが予定されている。
積立部分の増加と並行して賦課部分は減らされる。特別な労働条件や自
然条件のもとで働く労働者を除いては，企業によって支払われる勤労者の
保険拠出率（タリフ）は段階的に引き下げることが予定されている。
特別な労働条件や自然条件のもとで働く労働者には，早期退職が認めら
れ年金が支給されるが，改革の方向はそのような特典の廃止ではなく，早
期退職をするものについては，雇用主が追加的に拠出金を支払う義務を負
うことによって，拠出額と年金支給額のバランスをとろうとしている。
非国家年金に対しては，所得税や利潤に対する課税免除などの財政上の
優遇措置がとられている。
v 税制改革一統一社会税の導入
「ロシア租税法典」は， 1997年に草案が出され，審議された。社会税の
導入もこの時点で提案されていた11)。しかし採択されたのは，第1部だけ
で，第 2部は継続審議となった。ようや<,2000年になって，「ロシア租
税法典」の第2部が採択され， 2001年 1月1日から，統一社会税が導入さ
れた。
「ロシア租税法典」の第 2部の焦点は，統一社会税の導入と並んで，個
人所得税の税率の変更である。従来累進課税とされていた個人所得税を所
得額にかかわらず一律13%とした。統一社会税も 4つの賃金水準のランク
11)拙稿「ロシアにおける社会政策ー現状と展望ー」『大阪外国語大学論集』，第18号
1997年275ペー ジ。
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を設定し， 100,000ルーブルまでの28%から，賃金のランクがあがるごと
に税率が低くなる逆累進課税方式をとっている12)。これらから，今回の租
税改革の意図は，高額所得の者に対する課税の軽減であると考えることが
できる。高額所得者に対する減税措置により，徴税率を高めることが意図
されている。
統一社会税は，従来別々の予算外社会的フォンドの拠出金であった年金
フォンド，社会保険フォンド，強制医療保険フォンド，雇用フォンドを統
合したものである。統一社会税の導入によって，予算外社会的フォンドが
なくなるわけではないが，統一した課税ベースが導入されている 13)。これ
によって，一定の徴税面での合理化と資金の弾力的な運用が可能となる。
統一社会税と年金の関連については，勤労年金の基礎部分に，統一社会
税から賃金の14%が連邦予算に繰り入れられることになっている。つま
り，統一社会税として納入されたものは，基礎部分と保険部分に分かれる
ことになる14)0 
だがここで問題が生じる。年金の基礎部分は，社会扶助と名づけられ，
勤労年金を受け取れない人々の為に，一般の税により支払われる手当てで
ある。身体障害者など特定のカテゴリーの者に支給される部分を，勤労者
全体に拡大することで，概念の混乱を招いている。また，統一社会税のな
かに，固有の税の部分と年金の拠出部分が混在しており，資金の再分配
は，租税法典の課題とはならない。基本的な租税権の原理の侵害が見られ
る。さらに，基礎部分の額が450ルーブルとされている点についても問題
がある。現行法でも，年金支払いの最低限は660ルーブルとなっており，
12) C. B. I'yc皿 OB,F, 呵町tco皿 a皿匹直HaJior,〈<l>皿 aH四〉.2001. No. 7. cTp.39-
41. 
13)ただし、雇用フォンドは社会保険フォンドに統合された。
14)たとえば，インデクセーションは，基礎部分と保険部分では異なる。基礎部分
は，インフレのテンポに応じて設定され，保険部分は，賃金の増大テンポに応じて
設定される。 IleHCHOHHaHpe中opMa:BOIIpoc瓦HOTBe匹 I,〈<l>HHaHC瓦〉.2002. No.1. 
CTp.71. 
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設定された支払額より多い。全体として，統一社会税は，国家の債務を減
らし，国家に対して利益をもたらすが，年金生活者にとっては，利益にな
らない点が指摘されている15)。
統一社会税の導入は，財政の資金源とその最終結果の関係を失わせ，税
と社会保険との区分に混乱を持ち込むものであるとの批判がなされてい
る16)。保険拠出と税の間の差異は本来きわめて本質的なものであるが，統
一社会税は，保険拠出の個性を失わせ，．その目的となる使命を奪い，拠出
者と受け取り者からの疎外を導く。社会保険の社会扶助への転化が生じ
る。
現行の年金システムは，本質的に社会扶助のシステムのままであって，
保険ではない17)。従来から，年金保険は賦課制度であって，本来の保険で
はないという指摘がなされていたが，統一社会税の導入は，それをいっそ
う明確にしたと言えるだろう。
以上見てきたように，統一社会税の導入は賦課部分の改革であり，展望
としての積立部分の改革は，現在のところまだ初期段階にあるといえるの
である。
VI 積立方式の改革の展望
積立方式のなかに含まれるのは，強制的に徴収される保険の部分と，非
国家年金フォンドの活用によって運用される部分とがある。
強制的な保険拠出の積立部分は， 2002年からすでに始まっており，賃金
フォンドの 2%が拠出率となっている。 2010年には， 8-10%になることが
15) C.EpomeHKOB, 3a'leM pe中opMa,ecJIH oHa yx~ 皿年IOJIO寧e皿 erreHCHOHepoB? 
(qeJIOBeK H Tpy.o; 〉.2001. No.IL CTp.28-29. 
16) Ba碑 HT皿 PoHK,EnHH呻 COIJ;HaJihH匹 HaJior:B瓦HrpaeT1互 Hace11e皿 e?
(qeJIOBeK互叩y.o;〉.2000. No.7. cTp.40. 
17) M.A.Ca匹 ma,A.H. Ko皿皿eBa,IleHc互oHHa.srpe中opMaBPocc皿：CTpaxo腿皿e
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予定されており，それに応じて統一社会税の税率は引き下げられる18¥
国家の年金フォンドと非国家年金フォンドの間の関係は，まだ明らかに
なっていない。国家のもとへの拠出を中心として，積立部分の年金を運用
するのか，任意の非国家年金フォンドを中心として行くのかということ
は，年金制度を特徴づける重要な要素となる。国家の年金フォンドは強制
的に拠出されるのであるから，任意の保険である非国家年金フォンドと比
べて，普遍的な性格を持っている。任意の非国家年金フォンドは，私的な
保険会社がその運用の主体になるが，国家年金フォンドの積立部分につい
てどのように運用するかは，国家政策として行わなければならない。
国家のもとへの積立による余剰資金をどのように利用するのか？ ま
ず，国家の債務を増大させる方向に利用すべきではない。また，外国の銀
行や投資フォンドに対する投資も，国内投資を保護する立場から歓迎され
ない。余剰資金の投資先は，国内市場を発展させる為のインフラストラク
チュアの整備に向けられるべきである。医療や住宅，安価なエネルギー供
給等の公共投資の発展のために利用されるべきである19)。だが，今までの
ところこれに対応した組織的な整備は十分ではない。
積立部分の国家フォンドと非国家フォンドの量的比率とともに，その運
用計画と必要に応じた組織的整備が行われなければならないであろう。
非国家年金フォンドについて言えば， 2001年の時点で， 51のロシア連邦
構成主体に創設されている。そのうち119のフォンドがモスクワにあり，
21のフォンドがサンクトペテルブルグに， 10のフォンドがニジゴロドとサ
マルスク州にある。 6つの構成主体にはフォンドの支局がある。 2000年に
18) AJieKca皿 pMrHaTOB, A ecJI.H cTpaxoBhle B3HOChI B TI<I>P pace可.HThIBa咋 OT
BeJI.H'!.HHhI o6opOTa? 〈1::leJIOBeK.H叩 y心.2001. No.9. cTp.37. 
この論文では，保険の拠出金は，賃金フォンドではなく，その取引高に応じて拠出
することが提案されている。
19) A. M. Ill;ep6aKoB, M CII0Jlb30Ba皿 ecpe,D;cTB rocy.D;apCTBeHHo互 HaKO!I.HTeJlbHO互
JieHC互OHHO豆C.HCTeMhI中皿aHCOB皿直皿CT.HTYTaM.H,〈<l>.HHaHChI〉.2002. No.1. CT 
p.68-70. 
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非国家年金フォンドの活発化があったとされている20¥
だが長期的な展望として，非国家年金フォンドを中心にすえるべきかに
ついては，議論がまとまっているわけではない。現在までのところその位
置づけは，任意の追加的なものであって，加入者は高額所得者に限られて
いる。
アメリカなどでは，積立方式はきわめて効率的に機能しているが，これ
はあくまで義務的なものではなく，任意の追加的な形態であり，ロシアも
そうであるべきだという議論もある21)。また私的保険会社の投機的な動き
をどのように防止するかということも課題となろう。
とにかく，積立部分をどのように発展させるかは，今後の課題であ
り，十分な議論がつくされなければならないであろう。
V1 おわりに
上に見てきたように，統一社会税の導入は，賦課方式という従来の年金
システムの枠内での改革であり，そういう意味では，本格的なロシアにお
ける年金システムの改革は今後の展開を待たなければならないと言えよ
う。
また，全体的な改革のテンポは漸進的であり，一挙に行われる展望もな
い。加えて，どのような年金制度が市場経済下のロシアにふさわしいのか
というモデル論も，ロシアの資本主義がどのようなものになるかという展
望の不明確さとあわせて，まだはっきりしたものとは言えないと思われ
る。
現在までのところ，年金危機をどのように回避するかということに焦点
20) H. Txa'l, PacT紅四CJIO四 acTHHKOBHICl>, <Co~aJIHoe o6ecn四 e皿 e〉2001.
No.7. CTIJ.16. 
21) Mmぼ皿3axapoB,3a'l'.eM BJiaCTH B)1)Kffa H8KOIIHTI叫 H紐 II碑四OHH紐 CHCTeMa,
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があり，長期的な展望を持った改革案は，積立方式をどのように導入する
かという問題とあわせて，今後の課題として残されていると言えよう。
また年金支給の水準は，賃金水準とリンクしており，年金だけでなく賃
金政策をどのようにするかという問題ともかかわっている。全体的な賃金
の上昇と格差の縮小が求められている。
今後積立方式が導入されるにつれて，年金制度の問題点がより明確にな
り，よりいっそうの改革を進めていくことが望まれる。
